
 

Ⅳ－７－（３） 学校いじめ防止基本方針 

「学校いじめ防止基本方針」 
嘉麻市立碓井義務教育学校 

１「学校のいじめ防止基本方針」の目的 

学校におけるいじめの防止等（未然防止・早期発見・早期対応）の取組が，組織的かつ計画的に実

施されるようにすること 

※参考資料 

・「いじめ防止対策推進法」第１３条 

２「学校のいじめ防止基本方針」の内容 

（１）本校のいじめの問題に対する考え方 

□「いじめは人間として絶対に許されない」「いじめはどの子にも，どの学校でも起こりうる」「いじ

められている子を最後まで守り抜く」という意識 

□いじめの定義（いじめ防止対策推進法第２条） 

□策定した学校いじめ防止基本方針については，各学校のホームページへの掲載その他の方法によ

り，保護者や地域住民が学校いじめ防止基本方針の内容を容易に確認できるような措置を講ずる

とともに，その内容を，必ず入学時・各年度の開始時に児童生徒，保護者，関係機関等に説明す

る。 

※参考資料 

・「いじめ防止対策推進法」第２条，第３条 

・「いじめの正確な認知に向けた教職員間での共通理解の形成及び新年度に向けた取組について」（平

成 28 年 3 月 18 日文部科学省通知） 

・「『いじめの防止等のための基本的な方針』（平成 25 年 10 月文部科学大臣決定【最終改定 平成

29 年 3 月 14 日】） 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】Ｐ3～5（平成 27 年 3 月福岡県教育委員会） 

（２） 校内組織（校内いじめ問題対策委員会等）の整備 

ア 構成員 

組織の名称 いじめ未然防止・対策委員会 

組 

織 

の 

構 

成 

員 

教 職 員 

職 名 等 分 掌 等 校内での役職名 

校  長 － － 

副 校長 － － 

教  頭 － － 

主幹教諭 － － 

教  諭 生徒指導部 生徒指導主事 

教諭・講師 生徒指導部 補導教員 

教諭・講師 生徒指導部 各学年代表 

   養護教諭 健康教育部 保健主事 

外部専門家等 ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ － － 



 

イ 校内組織の役割 

□年間計画の作成，相談・通報の窓口，情報の収集・記録，いじめの判断，対応方針の決定，ＰＤＣ

Ａサイクルによるいじめ問題への取組の検証等 

□定期的な開催（月１回以上） 

※参考資料 

・「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P26～28） 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】Ｐ38～40（平成 27 年 3 月福岡県教育委員会） 

（３）関係機関との連携 

□警察への相談・通報 

□市町村いじめ問題対策連絡協議会 

□要保護児童対策連絡協議会 

□校区ケース会議 

□学校警察連絡協議会 

（４）報告体制 

□いじめの報告体制 

※参考資料 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】 （平成 27 年３月福岡県教育員会 P28） 

（５）いじめの問題に関する教員研修 

□いじめの問題についての適切な認知と共通理解に関する研修 

□いじめの問題に関する教職員の指導力の向上を図る研修 

□教職員の資質を高める研修 

※参考資料 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】 （平成 27 年３月福岡県教育員会 P46～50） 

（６） いじめの問題への対応【年間計画・いじめの問題への対応の手順・重大事態への対応体制・重大事

態に係る地方公共団体の長への報告の流れ】 

ア いじめの未然防止の取組 

□豊かな人間性を育む教育活動の推進 

□生徒指導の視点に立つ授業づくり 

□独自の取組  

※参考資料 

・「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P29～30） 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】 （平成 27 年３月福岡県教育員会 P11～24） 

・「生徒指導リーフ 4.8.9」（平成 24 年６月，９月 文部科学省･国立教育施策研究所） 

 

 

 

 



 

イ いじめの早期発見の取組 

□「いじめの未然防止・早期発見・早期対応の手引」（令和３年３月福岡県教育委員会）等を活用し

た早期発見の取組の実施 

□「いじめに特化したアンケート簡易版」又は「学校生活アンケート」の月１回の実施 

□「いじめに特化した無記名アンケート」「学校生活・環境多面調査」等の学期１回程度の実施 

□教育相談週間の設定（学校生活アンケートに基づく全児童生徒対象の個人面談：学期１回程度） 

□相談ポストの設置及び活用 

□「家庭用チェックリスト」や「家庭向けリーフレット」等を活用し家庭と連携した早期発見の取組

の実施 

□年間計画の作成 （別紙１ 年間指導計画（例）） 

※参考資料 

・いじめ問題に係る取組の実施状況調査について（文書番号２５教義１１０５号平成２５年５月３０日） 

[いじめ問題に係る取組の実施状況調査（学校配付用）項目] 
・「いじめの未然防止・早期発見・早期対応の手引」（令和３年３月福岡県教育委員会） 

・「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P26～28） 

・いじめのない学校づくり「学校いじめ防止基本方針」策定Ｑ＆Ａ（Part3）（平成２５年国立教育施策研究所） 

・「生徒指導リーフ 20」（平成 27 年 11・12 月 文部科学省，国立教育施策研究所） 

 

ウ いじめの早期対応の取組 

□いじめに対する基本姿勢 

□１次・２次・３次対応による支援と指導等（別紙２参照） 

 （いじめられた児童生徒への対応，いじめた児童生徒への対応，保護者との連携） 

□教育相談週間の設定（「学校生活アンケート」後の個人面談：学期１回） 

□警察等との連携（通報） 

※参考資料 

・「いじめの未然防止・早期発見・早期対応の手引」（令和３年３月福岡県教育委員会） 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】 （平成 27 年３月福岡県教育員会 P33～36） 

・「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P29～31） 

・「いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携等の徹底について」（令和 5 年 2 月 7 日文部科学省） 

 

エ 重大事態への対処 

□重大事態の定義 

□重大事態の対応体制と報告（別紙３，別紙４参照） 

□調査を行うための組織 

□調査結果の提供及び報告 

□調査結果を踏まえた対応 

 

 

 



 

〇 当該児童の状況に応じた継続的なケアを行い、被害児童が不登校となっている場合は学校生 活

への復帰に向けた支援や学習支援を行う。 

 〇 調査結果において、いじめが認定されている場合、加害者に対して、個別に指導を行う。加 害

児童に対する指導等を行う場合は、その保護者に協力を依頼しながら行う。 

 〇 調査結果において認定された事実に基づき、いじめの未然防止、早期発見、対処、情報共有 等

の対応について検証し、再発防止に努める。 

※参考資料 

・「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（令和６年８月文部科学省） 

・福岡県いじめ問題総合対策【改訂版】 （平成 27 年３月福岡県教育員会 P89～99） 

・「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P31～42） 

・いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（令和６年８月文部科学省） 

 

（７） ネット上のいじめへの対応 

□情報モラル教育の実施 

□保護者と学ぶ規範意識育成事業の実施 

 

（８） 教育相談体制 

□スクールカウンセラー，スクールソーシャルワーカー等の配置 

□子どもホットライン２４などの相談窓口の周知 

 

（９） 保護者・地域等への働きかけ 

□ＰＴＡ行事成人講座や学年懇談会等におけるいじめの問題に関する研修会等の実施 

□いじめに特化した家庭用リーフレットやチェックリストの活用 

 

（10）取組状況の評価 

□ いじめ問題対策委員会にて学期ごとに取組を評価・分析  

□ 学校評価・教員評価の実施 

参考資料 

➀「いじめの防止等のための基本的な方針」（最終改定平成 29 年 3 月 14 日文部科学大臣決定  P22～23） 

（11）学校評価・教員評価 

□アンケート等による学校評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

・ 年間計画 

月 
早期発見・早期対応の取組 

（◇月１回）（◆学期１回程度）（●常設） 

学校の組織的指導体制の整備 

（＊月１回以上） 

いじめに対応する教育活動

の推進     （●年間） 
評価・分析の取組 

４月 

・職員研修（方針の確認及び実態交流） 

・家庭訪問で保護者に方針の説明（前期課程） 

・学校だより等での啓発 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会 

・「いじめの定義」と「報告の

在り方」の職員研修 

・学校いじめ防止基本方針

の公表・周知 

●いじめを生まない教育活

動の推進 

 

 

 

 

５月 
 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・宿泊訓練のとりくみ(７年) 

・とりくみ評価アンケート及び検証、、 

とりくみ内容再確認 

・職員研修（実態交流） 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会 

・児童生徒理解のための職員会

議 

 

「いじめ早期発見・早期対

応リーフレット（家庭向

け）」の配付 

 

 

 

 

６月 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

６年生修学旅行のとりくみ 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

◆教育相談 

＊生徒指導委員会   

 

 

７月 
◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

・保護者懇談会（三者懇談等） 

＊生徒指導委員会   

 

８月 

 

職員研修 

・SC等の専門家を招聘した研

修会 

・特別支援教育の視点に立つ児

童生徒理解の研修会 

・長期休業明け前の気にな

る児童生徒への連絡等 

・１学期の取組を

評価・分析 

９月 
◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・宿泊訓練のとりくみ(５年) 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会   

 

 

１０
月 

・人権文化のとりくみ(全学年) 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

・体育会・体育学習発表会のとりくみ

（全学年） 

◆教育相談 

＊生徒指導委員会 ・いじめ問題への保護者等

向け研修会等の開催 

 

 

 

１１
月 
 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会 ・いじめの撲滅に向けた生

徒会活動等によるキャン

ペーン活動 

 

 

 

１２
月 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

・修学旅行のとりくみ（８年） 

・とりくみ評価アンケート及び検証、 

とりくみ内容再確認 

・保護者懇談会（三者面談等） 

＊生徒指導委員会  ・２学期の取組を

評価・分析 

１月 
◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会   

 

 

２月 ◇生活アンケート(いじめ含む)の実施 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

＊生徒指導委員会 ・学校評価・教員評価の実施 ・年間の取組を評

価・分析 

３月 

◇生活アンケート(いじめ含む)の実施） 

・生徒会・人権専門委員会の取組 

◆教育相談 

・とりくみ評価アンケート及び検証、 

指針の見直し 

＊生徒指導委員会  

 

 

 

 

 

 

 ※表（列）については，各学校の取組状況に応じて適宜追加すること。 

 

別紙１ 



 

・いじめの問題への対応の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめに係る行為が止んでいることと心身の苦痛を感じていないことを児童生徒及び
保護者に確認（3 カ月後） 

 

様相観察及び聞き取りから現状把握及び対応 

○指導方針の伝達 

○協働意識の向上 

道徳教育及び特別支援教育の視点による当事者意識の高揚、共感的人間関係づくり、自
己存在感を実感できる学級づくり 

認知の場合 

 

いじめの発見 

 

本人の訴え 

他の児童生徒からの報告 

「サイン」の発見 

保護者からの報告 

いじめの未然防止に向けた取組 

二次対応（短期対応） 

一次対応（緊急対応） 

いじめの認知・不該当確認 

協働体制の確立 

指導方針の共通理解 

生徒指導委員会 

被害児童生徒 保護者 加害児童生徒 

周囲の児童生徒 

○事実関係の把握 

○心のケア 

・安全の確保 

・全面的な支援 

○事実関係の報告 

○信頼関係の構築 

○事実関係の把握 

○事実関係の確認 

教育委員会への報告 

（認知した場合） 

ＳＣ，ＳＳＷ等 

及び関係機関との連携 

被害児童生徒 保護者 加害児童生徒 

○組織的支援 ○いじめの態様に 

応じた指導・援助 

 学級、部活動等での指導 

被害児童生徒 保護者との連携 加害児童生徒 

○適応の促進 

○対人関係能力の向上 

○家庭との協力体制構築 ○規範意識の育成 

○人間関係づくりの改善 

全校での指導 
「思いやり」や「望ましい人間関係」等を育てる特別の教科道徳・特別活動等の実践、 

いじめ問題を解決できる学級・学年づくり、部活動等における責任感、連帯感の涵養 

三次対応（長期対応） 

別紙２ 

アンケート調査 

いじめの解消に向けて 

いじめの解消に向けて 



 

・重大事態の際の危機管理マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 重大事態が発生した場合，市町村立学校は，直ちに当該市町村教育委員会に報告し，報告を受けた市町

村教育委員会は市町村長及び県教育委員会へ事態発生について報告しなければならない。 

 

 

 

 

調査活動 

通報       報告 

調査主体・組織の決定 

いじめの情報 

い
じ
め
ら
れ
た
児
童
生
徒
・
保
護
者 

嘉
麻
市
教
育
委
員
会 

学校 
申し立て 

指導支援 

調査結果の情報提供 

報告 

報告 

別紙３ 

２２条 

重大事態としての判断 

いじめ未然防止・対策委員会 

再調査 

報告 

発生報告 

指導支援 

ＰＴＡ 関係諸機関 

嘉麻市長 

県教委 

調査組織 
２８条 

いじめ未然防止・対策委員会 

附属機関 
連携 連携 ２２条 

１４条 

附属機関 
 連

携 

 連
携 

１４条 

附属機関 

３０条 

同種の事態の発生の防止 

※第三者を加えた調査組織と

なることが望ましい 

専門家 

事実関係の明確化 



 

・重大事態に係る地方公共団体の長への報告の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 重大事態の報告（第 23条 2項） 

② 重大事態が発生した旨を地方公共団体の長に報告（第 30条 1項） 

併せて，県教育委員会に報告（県基本方針） 

③ 調査組織（学校の設置者か学校）の決定及び調査（第 28条 1項） 

④ 必要があると認めるときは，附属機関を設けて調査（第 30条 2項） 

⑤ 市町村の事務の適切な処理について指導・助言又は援助（第 33条） 

⑥ 重大事態の調査結果を地方公共団体の長に報告（国基本方針） 

併せて，県教育委員会に報告（県基本方針） 

⑦ ④の調査を行ったときは，その結果を議会に報告（第 30条 3項） 

① ②、⑥ 

③ 
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